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ことで、みずはの郷が30世帯、そしてみずはの

郷ＷＥＳＴというのが８世帯、38区画をここ４

年、５年の間に行ったところですが、内訳とい

たしまして、みずはの郷のほうが30世帯中９世

帯、32名が外から移住された方でございます。

あと、みずはの郷ＷＥＳＴにつきましては、８

世帯中１世帯、２名の方が外からいらした方で

ございます。もちろん全て100％分譲が終了し

ているところです。 

○平 進介議長 ４番、鈴木 裕議員。 

○４番 鈴木 裕議員 大変いい住宅地を私は整

備していただいたと思っております。社会的要

因の人口増も大切なので、今後とも良質な住宅

地について、長井市としての配慮を賜ればあり

がたいと思います。 

 以上をもって質問を終わります。ありがとう

ございました。 

○平 進介議長 ここで昼食のため暫時休憩いた

します。再開は午後１時といたします。 

 

 

   午後 ０時０１分 休憩 

   午後 １時００分 再開 

 

 

○平 進介議長 休憩前に復し、午前に引き続き

会議を再開いたします。 

 市政一般に関する質問を続行いたします。 

 

 

 竹田陽一議員の質問 

 

 

○平 進介議長 順位８番、議席番号５番、竹田

陽一議員。 

  （５番竹田陽一議員登壇） 

○５番 竹田陽一議員 皆さん、こんにちは。さ

きの選挙においては、皆様より多くのご支援を

いただき、心より感謝を申し上げたいというふ

うに思います。大変ありがとうございました。

今後ともご指導、ご鞭撻のほどをよろしくお願

いをいたします。 

 それでは、令和元年６月定例会に当たり、一

般質問をさせていただきます。何分初めての上、

ふなれでございますので、大変緊張しておりま

すので、どうかよろしくお願いをいたします。 

 私は、昭和29年に伊佐沢の芦沢というところ

に生まれました。以来、一人の長井市民として、

長井市とともにありました。この長井市で暮ら

し、歩んできた道のり、働き培ってきた経験を

長井市のためにとの思いこそが市会議員に立候

補した理由でありました。 

 私は、山形県職員として40年、行政に携わら

せていただきました。また、平成26年からは、

農業委員として、さらには伊佐沢地区において

は地域振興会や多面的機能支払事業、そして地

域づくり計画策定などに参加させていただいて

おります。このような地域活動を通していろい

ろな方と接するうちに、地域の力のすばらしさ、

重要さを改めて感じたところであります。 

 私たちの先人たちが日常の暮らしの中で培っ

てきた隣近所で助け合う知恵や文化は無償の支

え合いであります。困難に遭っている人がいれ

ば、手間を惜しまず、みんなができる限りの支

援を行います。支えていただいた人は、その温

かさに触れ、感謝し、困難を乗り越えることが

できます。次には支える立場としてとても頼り

になるお隣さんになるわけです。そのようなす

ばらしい地域社会、誇れる長井市を次の世代に

しっかり残していきたいとの思いであります。

これまで私が安心して生活してこられたのは、

このような地域の皆様の支えがあってのことと

感謝し、これまでの恩返しが少しでもできれば

との思いであります。 

 それでは、質問に入ります。 

 本定例会における一般質問は、コミュニティ
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センター運営協議会への行政の支援について並

びに鳥獣被害対策の推進についての２件であり

ます。 

 初めに、コミュニティセンター運営協議会の

行政の支援についてお伺いをいたします。 

 さて、私たちを取り巻く状況を見ますと、人

口減少が私たちの生活に与える影響が大変懸念

されるところであります。長井市の人口は昭和

60年の３万3,000人をピークに減少傾向にあり

ます。若者の都会流出などにより、平成22年に

は３万人を切り、今は２万7,000人を切ってお

ります。一方、総人口に対する65歳以上の割合

である高齢化率は上昇を続けており、平成31年

には34.5％になっております。今後も人口減少

及び高齢化率の上昇は進んでいくことが予想さ

れるところであります。2040年には人口は２万

人を切り、高齢化率は39.5％との推計もあると

ころであります。 

 人口減少と高齢化率が極めて高い地域社会が

もたらす影響について、多方面からいろいろと

論じられているところでありますが、農村地域

に住む自分から見ると、３つほどあるのかなと

いうふうに考えています。 

 一つは、地域社会の基礎的単位であります集

落の存続が不可能となり、地域の活力が一層低

下することであります。そして、このことが住

民自身の意欲の減退に結びつくことであります。

また、小売、飲食、交通などの生活サービスは、

対象者が少ないため採算がとれないことから縮

小し、さらに生活上の不便、不利益が存在する

と思われます。 

 一つは、人が住まなくなると、森林や農地の

保全が難しくなってくるため、環境の荒廃が進

み、災害防止や水源涵養といった公益機能が失

われ、自然生態系も変化していくことでありま

す。 

 一つは、担い手がいなくなることから、農業

の衰退は一層進み、食糧供給に大きな影響を及

ぼすことになります。 

 いずれにいたしましても、地域の存続と活性

化のためには、人が住み続けることが必要かつ

最低条件であるように思います。 

 このような課題への対応として、長井市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略において、小さ

な拠点の形成の推進を掲げております。もとよ

り地域の将来展望は地域住民が決定すべきもの

であります。暮らし続けられる地域づくりに向

けた取り組みを行うに当たっては、必要な生活

サービスの提供や、仕事をつくり収入を得るこ

とが必要と考えています。 

 本年４月から先行する平野、西根、致芳に続

き、豊田、中央、伊佐沢の３地区が地域づくり

計画の具体化に向けて、コミュニティセンター

として活動をスタートいたしました。地域住民

が主体となった地域運営組織でありますコミュ

ニティ運営協議会が中心となり、行政、地元の

各種団体などと連携して事業を行うこととなり

ます。車に例えますと、コミュニティセンター

運営協議会は地域づくりのエンジンとして主導

していくことが求められております。 

 これまで地域づくりの計画の策定に当たって

は、地域での話し合いのアドバイスのために専

門家を招聘するなど、行政の細やかな支援が行

われてきました。今後、コミュニティセンター

運営協議会の取り組みを推進する上においては、

次のような課題が上げられるかと思っておりま

す。 

 一つは、コンビニ経営や福祉サービスなどの

事業を行うに当たり、法人格がなければ事業の

失敗や事故等が起きた場合、代表者である個人

責任が問われる可能性があることであります。 

 一つは、若者が減少する中において、いかに

取り組みを担う人材を育成、確保していくかで

あります。 

 一つは、コミュニティセンター運営協議会の

運営や活動に要する資金の確保であります。採
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算のとれる事業や採算がとれないが必要な事業

を組み合わせ、継続を図る必要があると思いま

す。 

 このように、取り組みを進める上での課題は

山積していると思われます。コミュニティセン

ター運営協議会の取り組みを推進する上での課

題について、地域づくり推進課長の認識をお聞

きいたします。 

 これらの課題を踏まえ、コミュニティセンタ

ー運営協議会が将来展望を考え、それを実現す

るためには、まずはコミュニティセンター運営

協議会の基盤強化、資質向上が不可欠であると

思います。一方、現在のコミュニティセンター

運営協議会の状況はどうでしょうか。中央地区

を除く５地区は、活動のエンジンであるコミュ

ニティセンター運営協議会の代表者はセンター

長が兼務し、非常勤であります。そしてこの代

表者はコミュニティセンター運営協議会の業務

全般にわたり責任を負う立場であります。そし

て、事務局は実質的な取り組みを執行すること

となっております。したがって、持続的な地域

づくりには、その基盤となるコミュニティセン

ター運営協議会の事務局が的確に機能している

ことが重要であると思います。事務局体制の強

化が必要ではないでしょうか。 

 コミュニティセンターは、生涯学習事業に加

え、防災や福祉、地域課題解決、地域活性化に

取り組む地域づくりの拠点となることから、事

務局にはこれまでにない広範な事業に対応しな

ければならない状況にあると思います。そのた

め、これまで実施していた事業を縮小するなど

で対処しているようであります。地域づくりの

事業執行に当たっては、時間的にも内容的にも

質的にも多大な負担増が想定されることは明ら

かであります。地域づくり推進課長の認識をお

聞きいたします。 

 現在、行政においては、コミュニティセンタ

ー運営協議会ごとに担当者を定め、情報提供、

行政とのつなぎ役を行っていると伺っておりま

す。また、昨日の金子議員の質問に対して市長

は、地域活性化センターに派遣している職員が

戻った際は、地域づくりに生かしていきたい旨、

答弁しておられます。このことに加え、地域づ

くり計画の取り組みのスタートのこの時期にあ

っては、この地区担当者をコミュニティセンタ

ー運営協議会の事業執行に直接関与するよう検

討してはいかがでしょうか。事務局員の負担軽

減と円滑な事業執行に力強い支援になるのでは

ないでしょうか。担当者においても共同して取

り組むことの大切さや有効性が再認識されるも

のと思います。 

 次に、事務局体制の再構築が必要と考えます。

地域づくりの取り組みを実質的に執行していく

のは事務局であります。コミュニティセンター

運営協議会の代表者とは別に、業務執行責任者

として事務局長を設けることはいかがでしょう

か。また、有能かつ意欲的な事務局員を確保し

続けられるよう、魅力ある就労環境を早急に整

備していくことが必要ではないでしょうか。 

 当伊佐沢地区においては、コミュニティセン

タースタートを前にして、昨年採用された職員

が１年で退職をしました。その理由の一つに、

給与への不満があったためではないだろうかと

いうふうな推測もあるところであります。コミ

ュニティセンター職員の人件費については、指

定管理料に含まれておりますので、地域の賃金

動向を踏まえ、適宜適切に給与の改善を行う必

要があると思います。 

 また、これまでになかった経済事業に取り組

むことを想定すると、事務局員の能力向上を図

る場を継続的に提供することが必要ではないで

しょうか。加えて、コミュニティセンター運営

協議会のレベルアップを図るため、お互いの取

り組みを学び合う磨き合いが重要であることか

ら、さまざまな磨き合いの場をより多く提供す

る必要があるのではないでしょうか。コミュニ
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ティセンター運営協議会は、地域づくりのパー

トナーであり、持続的な運営を支援することが

不可欠であると考えます。 

 以上、事務局の強化について述べましたが、

市長の見解を求めます。 

 また、昨日、金子議員の質問に対して市長は、

職員の待遇改善等については、コミュニティセ

ンター長などとの懇談会を開催、ロードマップ

を作成し、進めていくと答えておられますが、

今後のコミュニティセンター運営協議会に対す

る行政の支援のあり方、方向性について、改め

て市長の答弁をお願いしたいというふうに思い

ます。 

 次に、鳥獣被害対策の推進についてお伺いを

いたします。 

 野生鳥獣による農作物被害は、経済的な損失

に加え、農業の生産意欲を減退させる精神的な

ダメージもあり、農村地域における深刻な状況

となっております。このため、農業振興、さら

には農村地域の維持を図るため、被害を軽減す

る鳥獣被害対策を早急かつ強力に推進すること

が極めて重要となっております。 

 現状を見てみますと、伊佐沢地区においては、

熊によるスイカの食害は以前よりありましたが、

イノシシの被害はありませんでした。ところが

平成28年、これまでは存在すら確認されていな

かったイノシシが出没し、カボチャや芋類の食

害、田んぼの畦畔が掘り起こされることが出始

めました。翌年にはこれらの栽培地には電気柵

が設置され、食害の軽減に効果があったところ

であります。一方、電気柵未設置のカボチャや

芋類等栽培地での食害、水稲の倒伏被害の拡大

が見られるようになっております。 

 イノシシは多産で、年に２ないし８頭の子を

産むと言われております。27年度末のイノシシ

の生息数は県全体で1,900頭と推測されていま

す。長井市における30年度の出没件数を見ると、

熊が21件、イノシシが６件となっております。

出没位置を見ると、熊は寺泉、今泉、伊佐沢な

ど、市内全域に及んでおります。一方、イノシ

シは、伊佐沢、森に多く出没しているようです

が、あくまでもこの数字は行政に連絡があった

件数であり、被害地域は山際の地域から集落周

辺地域に徐々に広がってきていると認識してお

ります。 

 イノシシ被害が発生、拡大してきた現状につ

いて述べてきましたが、根本的な原因、背景に

ついて、産業参事の見解をお聞きいたします。 

 このような状況の中、30年には上伊佐沢地区

において、地域ぐるみで行う鳥獣対策支援事業

が実施されました。被害対策を考えるには、イ

ノシシの生態等、イノシシを知ることが大切で

あること、そして次の３つの取り組みを総合的

に実施すること、地域全体で行うことが重要で

あることが指摘されました。わな等による捕獲

対策、電気柵の設置による防除対策、野生動物

を寄せつけない環境対策、刈り払い、緩衝帯の

設置、農作物残渣除去、放任果樹伐採などであ

ります。 

 生息頭数の減少を目指す捕獲は、長井市にお

いては、29年度まではイノシシの捕獲実績はあ

りませんでした。30年度は銃器により９頭が捕

獲されたと聞いております。イノシシは警戒感

が強く、わなによる捕獲はないと聞いておりま

す。農作物を放置しないことや隠れ場所をつく

らないなどのイノシシを寄せつけない環境対策

については、高齢化や労力不足等から取り組み

が進んでおりません。被害が軽微なため、被害

対策への関心が低い地域もあります。現在のと

ころ効果的な対策は電気柵の設置と認識してお

ります。 

 以上、被害の状況について述べましたが、こ

れまでの対応と課題について、農林課長にお聞

きをいたします。 

 被害対策を考える上で、イノシシとはどんな

生き物かという生態的視点が欠くことができな
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い基礎知識であることをさきに述べました。イ

ノシシは山にすむ動物という誤解や、作物栽培

自体がイノシシを引き寄せることへの認識の甘

さがあるように思います。したがって、地域ぐ

るみで行う鳥獣対策支援事業の成果を踏まえ、

地域住民を対象とした研修会の開催やパンフレ

ットの配布を行い、普及啓発を積極的に展開し

ていくことが必要ではないでしょうか。 

 被害対策は、捕獲対策、防除対策、環境対策

を総合的に実施することが重要でありますが、

いずれの対策も推進する上で課題があるようで

す。個体数削減には捕獲の一層の推進が期待さ

れますが、捕獲効率の向上と捕獲の担い手の確

保が課題になっていると思います。生息数につ

いては、推計値となっていますが、具体的削減

数を定め、有効な捕獲方法、高度な捕獲技術を

先進事例に学び、普及し、迅速な捕獲を推進し

ていくことが必要と思います。現在の捕獲活動

は、狩猟者を主体とした鳥獣被害対策実施隊が

行っております。隊員のほとんどは仕事の傍ら

捕獲に従事している実態であります。高齢化な

どから実施隊員となる狩猟者は減少傾向にあり

ます。したがって、捕獲の担い手を確保するた

め、実施隊員に対するメリット措置の拡充を図

るとともに、実施隊員の公募や狩猟免許試験機

会を拡充してはいかがでしょうか。 

 イノシシの被害は作物ばかりでなく、畦畔や

水路の破壊など、農業基盤にも深刻な影響をも

たらしております。また、全国的には住宅の庭

や墓地の破壊、交通事故も発生している状況で

あります。このままでは人身事故が生じるおそ

れもあります。対策がおくれればおくれるほど、

被害が深刻化すると思われます。今後の取り組

み方針について、市長にお聞きいたします。 

 イノシシの捕獲数の大幅な増加は、短期的に

は期待できませんが、被害を今以上ふやさない

こと、徐々に減らしていくことを目指していく

ことが現実的な対応と思います。具体的な対策

について、農林課長の答弁を求めます。 

 以上で壇上からの質問を終わります。ご清聴

ありがとうございました。 

○平 進介議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 竹田陽一議員からは大きく２点

いただきまして、私につきましては５点ほどご

質問、ご提言をいただきましたので、順次答え

させていただきます。 

 まず最初に、コミュニティセンター運営協議

会への行政の支援についてでございますけれど

も、ただいま竹田議員からありましたように、

人口減少が進んで特に厳しいのは、どこも押し

なべていろんな問題が生じているわけですが、

特に地域のあり方が大きく変わっているという

ふうに思っております。若い人が少なくなって、

小さい子供が少なくなると、いなくなるという

のはもちろんなんですが、やっぱり深刻なのは、

お年寄りだけの世帯がどんどんふえているとい

うことから、長井市といたしましては、これか

らも中央地区を含めた６地域それぞれ均衡ある

活性化、また、長井市内どこに住んでもやはり

いろいろな利便性やら幸せを実感できる、そん

な町にするために、中心市街地を活性化して、

コンパクトシティーの核をつくって、そして周

りの５地区については小さな拠点として、地区

公民館をコミュニティセンターに発展させて、

地域づくりの中心の機能を担っていただきなが

ら、さまざまな諸課題を、我々行政だけででき

る部分は限られておりますので、市民の皆様と

の協働でこれを、一人一人の市民の力もおかり

しながらともにつくっていこうという趣旨でご

ざいまして、そういった意味では大変いろいろ

な示唆に富んだ提言をいただいたと思っており

ます。 

 なお、議員からもありましたように、昨日の

金子議員のご質問等々と、答えとダブる部分も

ありますので、ご容赦いただきたいと思います。 

 まず最初に、地区担当者の事業執行への直接



 

―１１８― 

関与が必要ではないのかということ、一番肝心

かなめの事務局長を含めた事務局体制をどうす

るのかというようなご質問並びにご提言でござ

います。 

 議員からございましたように、現在は各館ご

とに、各コミセンごとに地域の職員３名を、市

の職員をコミュニティセンターの担当職員とし

て配置しております。その主な業務といたしま

しては、これは月１回程度、現在のところです

が、担当職員がコミセンを訪問させていただい

て、意見交換を行うということ、そして、コミ

センのさまざまな課題に対しまして、市関係部

署への連絡、調整、回答や具体的なアイデア

等々に対して支援、助言を行うということがま

ず一つであり、サポート役、行政のつなぎ役と

しての業務を主なものとしております。自分の

職務もある担当職員なので、各コミセン、運協

の部会事務局や事業そのものの運営に直接かか

わることは想定しておりません。そういう意味

では困難なのかなと思っています。調整、支援、

アドバイスを中心に対応しているところでござ

います。 

 地域づくり計画の実践は地域の人が行うとい

うことが基本ということにしておりまして、担

当職員だからということではなく、コミュニテ

ィセンターについては、基本、いわゆる昭和の

時代から進めてきた住民主導、それまでは行政

の主事を派遣していたわけですけども、そこか

ら住民主導ということで行ってきたものを、今

度は、今までは行政は余りかかわってこなかっ

たんですが、まずは担当職員ということでかか

わらせていただいて、どういうふうに行ったら

いいか、まず図っていきたいと。ただし、行政

の職員が事務を担うというのは、今度、行政主

導になる可能性があるわけですよね。そして、

竹田議員からもございました一般財団法人、東

京にある地域活性化センターで研修をしており

ます。今、２年目でございますけども、その職

員が来年戻ってきまして、その担当職員が専門

に各コミセンに対してアドバイスやら助言、あ

と、さまざまな、場合によっては直接お手伝い

すると考えておりますし、この職員については、

私の考えですけども、来年以降も地域活性化セ

ンターに２人目の職員の研修にやって、その職

員も２年研修したら戻ってきて、２名体制で支

援していこうというふうに思っております。こ

れは相当実践を積んでくる職員ですから、山形

県内では私どものほかにも二、三の市町で派遣

しておりますけれども、その職員を中心に、あ

と地域づくり推進課と、あと地区担当課でいろ

んな支援体制をとってまいりたいと思っていま

す。 

 続きまして、２点目の協議会代表者とは別に

業務執行責任者として事務局長を設けてはとい

う提言でございます。 

 これにつきましては、私は、昨日の金子議員

の質問にもお答えいたしましたけれども、市の

ほうからこうする、ああするというのはやっぱ

り基本的に言ってはいけないと、あくまでも伊

佐沢のコミセンが、あるいはそれぞれのコミセ

ンもぜひ事務局長を設けたらどうだと、そこの

部分についてはちゃんと指定管理料で見ろとい

うことやら、あとは当然、きのうもお話ししま

したけども、優秀な人材として、そこでいわゆ

る65歳の定年までといいますか、一生懸命地域

のために、あるいは長井市全体の市民の皆様と

の協働のために働いていただく職員ですから、

それなりの待遇もしなきゃいけないということ

で、これらについても市のほうで勝手に決めて、

こうしろ、ああしろと言うわけにはいかないだ

ろうというふうに思っていまして、したがいま

して、７月に、きのうロードマップという話を

しましたけども、まずは運営協議会と、館長を

兼ねていらっしゃる場合が多いんですけども、

また館長、主事の皆さんとかと話ししながら、

どういう待遇、あるいはどういう法人化にすべ
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きか、一本化したほうがいいかですね。あと、

館長を常勤化したほうがいいのか、あとは事務

局長というものを置いたほうがいいのか、あと

主事は、今３名体制なんですけども、この辺の

ところが果たしてどうなのかということなどに

ついても協議をしながら、一気にばっと変えて

いく、体制をつくっていくということよりも、

やっぱり一つずつきちっとやりながら、試行錯

誤して、３年から５年ぐらいで体制がつくれた

らいいのかなというふうに思っているところで

ございまして、したがいまして、地域づくり計

画というのを10年計画でそれぞれつくっていた

だいたわけでして、早い地区ですと、平野地区

はもうことしで３年目に入るはずなんですね。

その計画あるにもかかわらず、なかなか進んで

ないということで、館長さん初め、主事の皆さ

ん、あるいは役員の皆さんも非常にじくじたる

思いもあるかもしれませんけれども、ここはま

ずはできるだけみんなで力を合わせて進めてい

くということも重要なんですが、余り無理をせ

ずにスモールスタートで少しずつやって、場合

によっては５年ごとのローリングのときに少し

変えていくとか、そういったこともしながらや

っていかざるを得ないのかなと。やっぱり私ど

も行政のほうも、竹田議員ご存じのように、時

間かかりますよね。一つの事業をやるのには、

やっぱり具体的な計画つくるまで１年、２年か

ける場合も多いですし、計画つくった後、予算

等々も議会に認めていただいて、これを実行す

るまでにまたさらに時間がかかったり、また、

いろんな方からご助言ももらったりして、実際

効果を出すのは本当に、計画から実行、あと成

果が出るまで３年、５年、ざらにかかるわけで

すので、そんなスパンで考えておりますので、

ぜひご理解いただければというふうに思います。 

 続きまして、３点目、事務局員の就労環境の

整備、能力向上を図る機会の提供が必要ではと

いうことについて、ただいまも若干申し上げま

したけども、これは竹田議員おっしゃるとおり

でございまして、ちょっと私も非常に反省して

いるんですが、ことしの３月に、３月いっぱい

で優秀なコミセンあるいは公民館の職員がやめ

られたとお聞きしました。後で聞いたんですが、

去年の暮れに、ちょっとやっぱり生活が大変な

ので一時金をというような要望があったんです

が、予算がないからだめだということで、そう

いったところは私のほうまではもちろん聞こえ

てこなかったと、やめた後、やめることが決ま

った後、聞きまして、これはやっぱりちょっと

反省しなきゃいけないなということから、私も

あんまり余裕がなくて、地域づくり推進課とか、

あと教育委員会のほうにも一つ一つどうなって

いるってチェックはできなかったのを反省して

いますけども、本当に残念だったなと。後々聞

いてみると、あの職員やめたのか、すごくよか

ったのになと、そういうふうに考えていまして、

ですからここは、きのうの繰り返しになります

けども、本当に我々行政からすれば、コミセン

というのは同じ仲間、パートナーですから、一

緒になって長井市をよくし、市民の皆様が安心

して暮らしてもらえるような、そんな地域づく

りを一緒に行うパートナー、仲間だと思ってい

ますので、この辺もできるだけ速やかに、一番

いい形で進めていきたいと思っております。 

 続きまして、この項の最後でございますが、

今後の支援のあり方、方向性についてでござい

ますけれども、今年度につきましては、各セン

ター、各館への指定管理料のほかに、国の地方

創生交付金を活用した地域づくり交付金により

まして、各センター、館の自主的な地域づくり

活動を支援しています。これは幸いにも県のほ

うでも地方創生のこういった地域づくりの交付

金とか、あと小さな拠点に対する支援なども考

えていただいていますので、私どもも県のほう

と協議しながら、この交付金を使わせてもらう

ということで、いささかでも活動しやすい、使
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うことができる、そういった財政的なところも

頑張って、今後とも行っていかなければいけな

いと思っております。 

 そして、先ほど答弁いたしましたけれども、

今後の地域づくりを担う人材育成研修、これは

非常に重要だと思いますので、これも開始して

まいります。 

 さらには、各地区に担当職員を配置し、これ

までの担当課を含め、サポート体制を充実させ

ているつもりですけども、なお一層これらにつ

いて、各コミセンのほうからのご意見を聞きな

がら、もし必要だったら強化をするということ

も必要だと思っております。 

 いずれにしましても、やはり情報共有という

のが一番大切だと思いますので、今後とも各コ

ミセンの地域づくり計画の実践に向けて、行政

として必要な支援を行ってまいりたいと考えま

すので、引き続きご助言等をいただければとい

うふうに思います。 

 続きまして、大きな項目、２点目の鳥獣被害

対策についてでございます。私からは、今後の

取り組み方針についてというお尋ねでございま

したので、お答えを申し上げます。 

 竹田議員おっしゃいますように、以前は鳥獣

被害というと大体熊とか、たまにカモシカぐら

いだったんですが、最近はイノシシということ

で、特に伊佐沢地区がイノシシが非常に被害が

多いということで、びっくりしたというよりは、

もう今の時点ですと、これは早急にきちっとし

た対策をとらないと、すごい繁殖力だそうなの

で、しかもやることがかなり荒いというふうに

聞いていますし、むしろ人に対しても、熊とは

ちょっと違って向かってくる場合もあるらしい

ので、この辺は甘く見てはいけないなと思って

います。 

 先ほど議員からもあったように、以前は年１

回程度の情報が寄せられる程度だったものが、

平成28年度以降、平均10件、近年急増している

という状況でございます。被害や目撃の報告が

全て市の農林課に寄せられるものではないので、

実際にはこれより格段に多いものと思っていま

す。特に伊佐沢地区につきましては、イノシシ

の被害が多く発生しており、昨年度は山形県で

実施しているさまざまな鳥獣被害対策の一つで

ある地域ぐるみで行う鳥獣被害対策支援事業の

モデル地区として、伊佐沢の上地区を推薦し、

県のほうからも承認いただいて取り組んできた

ところです。農家の皆さんが丹精込めて育てた

農作物が荒らされてしまったり食べられてしま

ったりすることは、非常に残念といいますか、

悔しいことであり、経済的な被害もあります。

そのために、被害防止を図るため、行政は地区

の皆様と一体となって取り組まなければいけな

い課題であると再認識しております。 

 今後の取り組みについてでございますけれど

も、鳥獣による農林水産業に係る被害の防止の

ための特別措置に関する法律というものがござ

いますが、これにおきまして、市町村は被害防

止計画の作成や防止施策の実施に努めることと

されておりまして、長井市におきましても長井

市鳥獣被害防止計画を定め、西おきたま猟友会

長井分会を初めとしまして、市が委嘱する鳥獣

被害対策実施隊の皆様や長井警察署、西置賜行

政組合消防本部、県の総合市庁など関係機関の

協力を得ながら、熊やイノシシなど有害鳥獣の

捕獲や追い払いなどを実施しております。 

 国、農林水産省では、野生鳥獣から農作物被

害を防ぐ手段として、１つ目には、耕作者みず

からの対策となる追い払いや電気柵、進入防止

柵などの被害防除、２つ目といたしましては、

やぶの刈り払いによる緩衝帯の整備や農作物の

残渣や放任果樹の除去もしくは伐採などの生息

環境管理、３つ目に、わな等による捕獲を行う

有害捕獲の３つの柱を総合的に実施することが

望ましいとしております。 

 長井市といたしましても、自助、自衛手段と
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しての電気柵設置に対する補助や、許可を受け

て実施する箱わなの設置や捕獲、さらには議員

からご提言ありました啓蒙活動や広報の実施な

どを継続して取り組んでまいります。農作物の

さまざまな残渣処理といいますか、生ごみなど

も適正に処理しないと、いろいろそういった被

害、鳥獣がすみついたりするわけですし、あと

耕作放棄地の解消などにつきましては、地域の

皆様の力に負うところが非常に大きい部分でご

ざいますので、それぞれの地域におきましても

ぜひ取り組んでいただきたいというふうに考え

ているところです。 

○平 進介議長 新野弘明地域づくり推進課長。 

○新野弘明地域づくり推進課長 私からは、質問

１の（１）コミュニティセンター運営協議会の

取り組みを推進する上で、課題について認識は

についてお答えいたします。 

 竹田議員からありましたとおり、課題につき

ましては、私も同様の認識でございます。 

 まず１つ目としまして、現状の組織形態につ

きましては、任意団体ということでございます

ので、例えば一般社団法人になることで、法人

化することによりまして、先ほど竹田議員から

ありました課題も当然解決できますし、あと職

員につきましても、法人の正職員ということに

なりますので、身分保障となり、安心できると

いうことを考えております。 

 また、法人化につきましては、特に大きな課

題と認識しておりますので、先ほど市長答弁が

ありましたけれども、会長、館長、そして各コ

ミュニティセンターの職員の皆さんと意見交換、

懇談の場を設けながら検討してまいりたいと思

います。 

 なお、各運営協議会につきましては、それぞ

れ状況が異なりますけども、地域づくり計画に

基づき、今年度の事業計画を、任意団体ですけ

ども、しっかり組んでいただいております。さ

らに、各専門部の組織もうまく機能しておりま

して、各事業に取り組んでいただいているとこ

ろでございます。 

 また、２つ目の課題といたしまして、地域づ

くり計画を実践するための人材育成、確保でご

ざいます。 

 これについても、昨年度は公民館主事、そし

てコミュニティセンター職員が３名退職してし

まったところでございますけども、個別事情も

あると思いますが、やっぱり要因の一つとしま

して、待遇に関することも大いにあると感じて

おります。また、その３名の職員、あいた部分

の募集につきましても、給与面の影響から、応

募者が少なく、採用に至るまで大変苦労された

とお聞きしております。給与面での改善が必要

と認識しております。 

 また、地域づくりを担うリーダー的人材の育

成に取り組むため、今年度は市が主催の地域づ

くり実践講座を実施いたしますけども、各コミ

センの館長さんのほうからは、人選がなかなか

難しいとお聞きしておりまして、これから地域

を担っていただく人材が不足しているのも大き

な課題と認識しております。 

 ３つ目の課題といたしまして、運営や活動に

要する資金の確保でございます。運営協議会の

歳入につきましては、市からの指定管理料、組

織の運営や自主事業に対する市の補助金、その

他、地区世帯からの負担金などが全てでござい

まして、なかなか収益事業による収入が今のと

ころ見込めない状況でございます。これにつき

ましては、これまで公民館事業でその他収益に

つながるような事業に取り組んでいないために、

なかなか難しいと認識しておりますけども、昨

年度致芳コミセンで実施していますオール致芳

市や、昨年、豊田地区公民館で実施いただきま

した有償ボランティアによります間口除雪、そ

ういった事業につきましては、十分収益事業と

して可能性があると考えておりますので、市と

してもしっかり支援していきたいと考えており
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ます。 

 その他、各事業の精査も課題と認識しており

ます。各運協で事業の評価、見直しもされてい

るところでございますけども、取り組む事業が

盛りだくさんでございまして、例えば新規の収

益事業を取り組むとなった場合でも、なかなか

現状の人員では余裕がなくて事業に取り組めな

い、そういった状況もございますので、現在の

事業を見直しし、統合、廃止することも必要で

あると感じております。 

 次に、質問１の（２）コミュニティセンター

移行に伴う事務局の負担の認識についてお答え

いたします。 

 事務局体制につきましては、地区公民館時代

に地域づくり計画策定とその計画実践のために、

各館で１名、職員を増員した経過がございます。

しかし、先ほど課題としても答弁させていただ

いたように、実際のところはコミュニティセン

ター移行に伴い事務局の負担も相当多くなって

いることも認識しております。今後の体制をど

うするか、先ほど申し上げましたけども、７月

中旬に予定しております、市長、あと会長、館

長、コミセンとの懇談会を予定しておりますの

で、その中で検討してまいりますけども、なか

なか現体制、見直しはすぐにできませんので、

事業の見直し、あと事務の見直し、効率化もセ

ットで考える必要があると考えております。 

○平 進介議長 藁谷 尊産業参事。 

○藁谷 尊産業参事 私からは、１点、質問事項

２、鳥獣被害対策についての（１）被害拡大の

根本的原因は何かというご質問について、お答

えさせていただきたいと思います。 

 初めに、長井市の生息状況ということで、こ

とし３月に実施されました長井市のイノシシ生

息調査によりますと、足跡等の確認できたのが

50頭ほどになります。ですから、足跡だけとい

うことでございますので、実際はこれ以上の多

くのイノシシが生息しているのではないかとい

うふうに思われます。 

 そのような中で、竹田議員からのご質問につ

いてご説明させていただきます。 

 ３つほど要因があるかなというふうに思って

おります。１つ目としましては、里の変化、農

業構造の変化、２つ目については、気象の変化、

生息環境の変化、３つ目として、捕獲圧の変化

が上げられるのではないかというふうに思われ

ます。 

 １つ目の里の変化、農業構造の変化について

は、農業地域において過疎化や高齢化等により、

里山における人間活動が低下したことにより、

餌場や隠れ場所となる耕作放棄地などが増加し

たことが要因として上げられるのではないかな

というふうに思われます。 

 また、２つ目としましては、気象の変化、生

息環境の変化については、少雪化や暖冬化傾向

により生息適地が拡大したこと、また、繁殖率

の向上、生殖年齢の低下や幼獣の死亡率の低下

などにより、繁殖域が拡大したことがあります。

また、さらには、里山における管理の粗放化等

により、生息域が変化したことが上げられるの

ではないかというふうに思われます。 

 ３つ目としましては、捕獲圧の変化について

でございます。狩猟者の減少や高齢化等に伴い、

狩猟による捕獲圧が低下したということが上げ

られるのではないかなというふうに思っており

ます。 

 以上、３点ほど、要因ということでご説明申

し上げました。 

○平 進介議長 沼澤孝典農林課長。 

○沼澤孝典農林課長 私のほうには、（２）から

（７）までご質問いただいておりますので、順

次ご説明を申し上げます。 

 （２）のこれまでの対応でございますけれど

も、市民の方からご連絡をいただいた際は、直

ちに職員が現地に赴きまして確認を行った上、

状況に応じて警察や消防への連絡を行ったり、
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広報車への注意喚起、さらには猟友会にお願い

をいたしまして、追い払いや捕獲等の手続を行

っているところでございます。 

 イノシシの被害につきましては、議員ご質問

にもありましたように、カボチャ、芋などの食

害から水稲の倒害、倒れたり、あるいは畦畔を

ほじくられたりというふうなことで、非常に広

範囲にわたっておりますので、特に農繁期にお

きましては、速やかに被害地周辺への箱わな等

を設置しております。しかしながら、大変用心

深い生き物でございますので、なかなかわなに

は捕獲がかからないというような状況もござい

まして、今現在、研修にも努めているところで

ございます。 

 自衛策でございますけれども、電気柵、これ

が非常に有効でございますので、平成27年度以

降、電気柵の購入に対する補助事業に取り組ん

でおります。なお、27年度から累計で52カ所、

約12キロ設置になっております。特に伊佐沢地

区を中心にご活用いただいておりますが、柵が

設置された農地は被害を免れているという状況

がございますので、特に有効というふうにして

いるところでございます。 

 また、冬期間でございますが、長井市鳥獣被

害対策実施隊によります生息状況調査もあわせ

て行っていますし、狩猟期でございますので、

あわせて捕獲も行っています。 

 課題でございますけれども、電気柵、非常に

有効でございますけれども、当然のことながら

柵がないところは自由に出入りしてしまうとい

うふうなことで、範囲が限定的でございますの

で、被害を防ぎたい農地を全て囲うというふう

なことになりますと、相当広範囲になってしま

うというふうなところがございます。 

 また、議員指摘にもありましたように、実施

隊を担っていただく猟友会の会員の方、非常に

高齢化しております。随時おやめになられるわ

けですけれども、それを補う新しい会員の確保

というところが必要というふうに認識をしてい

るところでございます。 

 続きまして、（３）被害対策を推進するため

にまず普及啓発をというふうなところでござい

ますけれども、先ほど市長からも申し上げまし

たように、野生鳥獣からいたしますと、農作物

というのは餌でございますので、まずは集落内

にあったり農地に放置されている農作物の残渣、

果樹等は除去していただきたいというふうに思

っているところです。また、家畜用の飼料、こ

れも狙われているようですので、それらを防ぐ

というところが農作物の味をまずイノシシに覚

えさせないことや、そもそも寄りたくないとい

うふうな状況をつくる手段の一つではないかと

いうふうに思います。 

 また、伐採、刈り払い、生息環境管理と申し

ておりますけれども、これらの取り組みについ

ても非常に有効と言われておりますけれども、

これもまた地域の力による取り組みが非常に重

要でございますので、こういった点からも、議

員ご提言のとおり、啓発活動はしっかり行って

いくべきというふうに認識をしているところで

ございます。これまでもホームページあるいは

チラシ等々でお知らせをしますけれども、まだ

十分でないというふうに思っていますので、こ

れからもさまざまな説明会の折などを使いなが

ら、地域の方々にお願いをしてまいりたいとい

うふうに思います。 

 続きまして、（４）の捕獲効率の向上を図る

捕獲技術の習得、普及という点でございますけ

れども、なかなか大変でございます。猟友会の

皆様につきましてもいろいろお勉強していらっ

しゃるようですけれども、わなについても設置

したばかりのわなには決して寄りつかないよう

です。自然と一体に見える期間、約２年間らし

いですけれども、２年間たたないとかかっては

くれないだろうというふうなお話でございます。

これからも実際の射撃も含めて、捕獲等々の研
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究会の参加については、市といたしましても協

力をしてまいりたいというふうに思っていると

ころでございます。 

 （５）の捕獲の担い手確保のためのメリット

措置でございますけれども、議員ご指摘のよう

に、昭和50年当時は猟友会の長井分会の方、

180人ほどいらっしゃったようです。現在が29

から30というふうなことで、なかなか新規の取

得者がいないというふうなところが要因で、減

ってきております。 

 捕獲の担い手支援の状況でございますけれど

も、狩猟免許、網わな、銃、３種類ございます

けれども、それぞれ狩猟免許の新規取得に要す

る費用につきまして、費用の２分の１、５万円

を上限として補助をいたしているところでござ

います。29年から30年度にかけまして、合計４

名の方に補助金を活用いただいておりまして、

これによりまして、何とか減少を食いとめてい

る状況にございます。これにつきましても、他

市町の事例なども参考にしながら、ＰＲ、支援

策を検討してまいりたいというふうに思います。 

 なお、今後の具体的被害対策でございますけ

れども、さきにお答えしたとおりでございます

けれども、寄せつけない、あるいは捕獲圧を増

す、あと実際に捕獲するというふうなことにな

ると思いますけれども、地域の活動といたしま

しては、農林課所管の多面的機能交付金事業で

も緩衝帯の設置などについては活動してもよい

ということになっていますので、被害が多い地

域ではぜひお願いをしてまいりたいというふう

に思っております。 

 また、水稲共済などでは、有害鳥獣による損

害も補償してございますので、これも機会を捉

えて周知してまいりたいと思います。 

 さらには、昨年実施いたしました地域ぐるみ

で行う鳥獣被害対策支援事業、こういった事業、

地域ぐるみの活動というふうなことでは非常に

重要だと思いますので、今後も引き続き検討し

てまいりたいというふうに思います。 

○平 進介議長 ５番、竹田陽一議員。 

○５番 竹田陽一議員 丁寧なご回答、ありがと

うございます。 

 地域づくりについては、やっぱりスタートを

したばかりなので、大変運営協議会そのものも

不安でいるのかなというふうに思っていますの

で、先ほど市長からも答弁ありましたが、力強

い丁寧な支援のほどを引き続きよろしくお願い

をしたいと思います。 

 それから、鳥獣対策関係なんですが、やはり

農業、農村の振興の妨げになる鳥獣被害という

ふうなことでありますので、ぜひ効果的な対策

を早急にとっていただきたいと、おくれればお

くれるほどなかなか対処がしづらいというよう

な状況になりますので、その点についてよろし

くお願いしたいと。 

 これで、以上、私の時間は終わりましたので、

質問を終わります。ありがとうございました。 

 

 

 今泉春江議員の質問 

 

 

○平 進介議長 次に、順位９番、議席番号14番、

今泉春江議員。 

  （14番今泉春江議員登壇） 

○１４番 今泉春江議員 日本共産党の今泉春江

でございます。大きく５つの質問をいたします。

答弁は市長に求めます。 

 まず最初の質問です。このたびの市議会選挙

の受けとめについて伺います。 

 長井市議会選挙が行われました。長井市議会

選挙は、当初、無競争などと思われていました

が、結果的には選挙となりました。市民の権利

が行使されたことはよかったと思います。 

 しかし、前回よりも大きく投票率が下がり、

市民の関心は低いものになりました。市長はこ


